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１．事業の⽬的と計画概要

③国の⾏政機関の集約化により、国有財産の
有効活⽤及び利⽤者の利便性の向上を図る。

Ⅰ．事業の概要 四国地方整備局営繕部

②サンポート⾼松・シビックコア地区の
まちづくりに寄与し、にぎわいを創出する。

①四国における広域防災拠点としての機能の
充実を図り、国と⾃治体間の連携を強化する。

⾼松地⽅合同庁舎 完成イメージ図（⼿前がⅡ期・南館）サンポート⾼松・シビックコア地区

■計画概要

２

 建設地  ⾹川県⾼松市サンポート３－３３
 敷地⾯積  11,262㎡（既存敷地 6,389㎡含む）
 構造規模  鉄⾻造 地上11階 地下1階
 延床⾯積  23,040㎡
 事業期間  平成26年度〜平成29年度
 建設費  約84億円

⾼松地⽅合同庁舎
（Ⅱ期）建設地



「現計画⼜は⾒直し計画」で事業継続 事業を中⽌

「当初計画」

ＳＴＡＲＴ

対応⽅針（案）の取りまとめ

新規採択時と再評価時とのコスト⽐較等を
⾏い、事業⼿法、施設規模等の⾒直しの
可能性を検討する。

事業計画の⾒直しの可能性判断

「現計画⼜は⾒直し計画」を対象として、
事業継続の妥当性を判断する。

１．事業の必要性等
（１）「事業計画の必要性」
（２）「事業計画の合理性」
（３）「事業計画の効果」

２．事業の進捗状況及び⾒込み

事業継続の妥当性判断 妥当性が
認められない

妥当性が
認められる

⾒直しの
可能性が
ある

計画の⾒直し

⾒直しの
可能性がない

○ 官庁営繕事業における評価⼿法（再評価フロー）

Ⅱ．事業の再評価 四国地方整備局営繕部

３



○ 官庁営繕事業における評価⼿法のイメージ

（３）事業計画の効果
・B1（業務を⾏うための基本機能） と、
B2（施策に基づく付加機能）から事業の効果を評価

（２）事業計画の合理性
・事業と同等の性能を可能
とする他の案（改修・増築、
⺠借）の有無を確認

・採択案と他の案との費⽤
⽐較（LCC）により、
合理的であることを評価

問題を早期に解消すべき 代替案よりも経済的である

⺠間ビルへ
⼊居

建替
（新営）

100点

事業計画の効果の発揮が⾒込まれる

法令・条例に適合
適正な規模
適切な室内空間

敷地の場所・規模が適切

Ｂ２（施策）
緑化の推進
⾃然ｴﾈﾙｷﾞｰ利⽤

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
防災性の確保

地域との
連携

100点以上

100点以上

Ｂ１（基本）

（１）事業計画の必要性
・⽼朽・狭隘・政策要因などの
視点から、事業を早期に⾏う
必要性を評価

事業の採択・継続 ※
※ 再評価の場合は、評点のいずれかが要件を満たさなくなった

場合も、総合的に判断して対応⽅針を取りまとめる

業務を⾏うために必要な機能を満たすことを確認

⽼朽や耐震性不⾜
等による問題解消の
必要性

施策の反映状況が事業の特性に合致していることを確認コスト⽐較を⾏う

Ⅱ．事業の再評価 四国地方整備局営繕部

４



１）事業計画の必要性（各施設の現状）

四国地方整備局営繕部

◆施設の⽼朽化が進⾏している。
◆業務の多様化・業務量の増⼤のよる狭隘化が進み、業務に⽀障をきたしている。
◆現⾏の耐震基準における耐震性能が不⾜している。

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性

⼊居官署名 所在地 建築年次 耐震性能 選定理由 延床⾯積 備考
公正取引委員会　四国⽀所 Ⅲ類
国⼟地理院　四国地⽅測量部 Ⅲ類
四国⾏政評価⽀局 Ⅲ類
中国四国防衛局　⾼松防衛事務所 Ⅲ類
⼈事院　四国事務局 Ⅲ類
四国運輸局 Ⅰ類
四国管区警察局  ⾼松市中野町 1965年 Ⅰ類 4,766㎡ 　
四国財務局  ⾼松市中野町 1967年 Ⅰ類 4,429㎡ 　
財務総合政策研究所四国研修⽀所  ⾼松市中野町 1972年 Ⅲ類 ⽼朽 803㎡ 　
⾼松地⽅気象台  ⾼松市伏⽯町 1960年 Ⅱ類 ⽼朽、狭隘 1,092㎡ 　
⾃衛隊　⾹川地⽅協⼒本部  ⾼松市塩上町 1967年 Ⅲ類 ⽼朽、狭隘 444㎡ 　
中国四国農政局　⾹川⽀局  ⾼松市天神前 1983年 Ⅲ類 ⽼朽 2,425㎡ 　
中国四国地⽅環境事務所  ⾼松市寿町 － Ⅲ類 狭隘 80㎡ ⺠借
⾼松法務局（⼈権擁護部）  ⾼松市出作町 1991年 Ⅲ類 狭隘 609㎡ 登記事務ｾﾝﾀｰ

⾼松第2合同
庁舎に⼊居⾼松市松島町 1972年 6,541㎡

⽼朽、狭隘

⽼朽

⽼朽、
耐震性能不⾜

５



四国地方整備局営繕部

② 四国財務局

① ⾼松第２合同庁舎 ③ 四国管区警察局

外部の劣化状況

外部の劣化状況外部の劣化状況

外部の劣化状況

●⽼朽（1967年完成）
●耐震性能不⾜（0.79＜1.5）

●⽼朽（1965年完成）
●耐震性能不⾜（1.25＜1.5）

●⽼朽（1960年完成）
●狭隘 ６

１）事業計画の必要性（施設の⽼朽化）

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性

●⽼朽（1972年完成）
●耐震性能不⾜（1.28＜1.5）
●狭隘

④ ⾼松地⽅気象台



計画理由 評点 問 題 点 等 評点
（H25）

（主要素） ⽼朽 83.8 ⼊居官署の⽼朽化が著しい。（12官署） 83.8
（従要素） 狭あい 6.4 業務量の増⼤により狭あいが著しい。（6官署） 6.7
（従要素） 借⽤変換 0.1 ⺠借による借料が⾼い。（1官署） 0.1
（従要素） 分散 1.8 ２カ所に分散し業務に⽀障あり。（1官署） 1.8
（従要素） 地域連携 7.0 シビックコア計画に基づく関連事業整備済み 7.0
（従要素） ⽴地条件の不良 0.8 遠隔地に所在のため来庁者に⽀障あり。（1官署） 0.8
（従要素） 施設の不備 3.5 耐震性能の不⾜（3官署） 3.5
（従要素） 衛⽣条件の不良 0 － 0
（従要素） 法令等 0 － 0

（加算要素） 合同庁舎計画 10.0 － 10.0
合計 113.4 ≧100 113.7

「事業計画の必要性」は、平成25年度の再評価時とほぼ変化なし

四国地方整備局営繕部

７

２）事業計画の必要性に関する評価

Ⅱ－１－（１）事業計画の必要性



評 点 評 価

100点

下記のいずれかに当てはまる。
・同等の性能を確保できる他の案との経済⽐較を⾏った際に、
事業案の⽅が経済的であると評価される場合。

・同等の性能を確保できる他の案との経済⽐較を⾏った際に、
リスク等の総合判断により事業案の⽅が合理的であると評価
される場合。

・他の案では、事業案と同等の性能を確保できないと評価される
場合。

・他の組織・機関が採算性等の審査等により評価を⾏うので
あって、当該評価⽅法に合理性があると確認できる場合。

0点 上記のいずれにも当てはまらない。 ⾚字が該当項⽬

四国地方整備局営繕部

８

１）事業計画の合理性に関する評価指標

Ⅱ－１－（２）事業計画の合理性



四国地方整備局営繕部

◆⽼朽 → 改修 ⼜は 建替
◆狭隘 → ⼊居官署の移転再配置 ＋ 増築（許容容積の範囲内で）
◆耐震性能不⾜ → 耐震改修

２）代替案

Ⅱ－１－（２）事業計画の合理性

9

施設名 代替案
① 公正取引委員会　四国⽀所 （①→⑨に移転） －
② 国⼟地理院　四国地⽅測量部 （②→⑫に移転） －
③ 四国⾏政評価⽀局 増築 ③ 四国⾏政評価⽀局
④ 中国四国防衛局　⾼松防衛事務所 （④→⑪に移転） －
⑤ ⼈事院　四国事務局 （⑤→⑨に移転） －
⑥ 四国運輸局 増築＋耐震改修 ⑥ 四国運輸局

（単独庁舎） ⑦ 四国管区警察局 増築＋耐震改修 ⑦ 四国管区警察局
（単独庁舎） ⑧ 四国財務局 増築＋耐震改修 ⑧ 四国財務局

（⑧＋⑨） ⑨ 財務総合政策研究所四国研修⽀所
（単独庁舎） ⑨ 財務総合政策研究所四国研修⽀所 増築 ① 公正取引委員会　四国⽀所

（⑨→⑧に移転） ⑤ ⼈事院　四国事務局
（単独庁舎） ⑩ ⾼松地⽅気象台 建替 ⑩ ⾼松地⽅気象台
（単独庁舎） ⑪ ⾃衛隊　⾹川地⽅協⼒本部 増築 ⑪ ⾃衛隊　⾹川地⽅協⼒本部
　 　　 （⑪＋④） ④ 中国四国防衛局　⾼松防衛事務所
（単独庁舎） ⑫ 中国四国農政局　⾹川⽀局 増築 ⑫ 中国四国農政局　⾹川⽀局

（⑫＋②） ② 国⼟地理院　四国地⽅測量部
（⺠借） ⑬ 中国四国地⽅環境事務所 ⺠借（引き続き） ⑬ 中国四国地⽅環境事務所
登記事務ｾﾝﾀｰ ⑭ ⾼松法務局（⼈権擁護部） 増築 ⑭ ⾼松法務局（⼈権擁護部）

⾼松第２
合同庁舎

現在の⼊居官署名 代替案に基づく⼊居官署名



経済⽐較について （億円）
Ａ．事業案総費⽤
１．初期費⽤（建設費、企画設計費） 90.0
２．維持修繕費（修繕費、保全費、光熱⽔費） 48.2
３．⼟地の占⽤に係る機会費⽤ 13.7
４．法⼈税等 ▲ 9.5 計 142.4

Ｂ．代替案総費⽤
１．初期費⽤（増築・改築費、企画設計費、解体費） 98.1
２．維持修繕費（修繕費、保全費、光熱⽔費、賃料） 71.0
３．⼟地の占⽤に係る機会費⽤ 13.9
４．法⼈税等 ▲12.3 計 170.7

「事業計画の合理性」は、新規採択時評価から変化なし（100点のまま）

○分析期間：庁舎建設期間及び維持管理期間５０年間
○社会的割引率（4%）を⽤いて現在価値化を⾏い費⽤を算定

四国地方整備局営繕部

１０

３）事業計画の合理性に関する評価

Ⅱ－１－（２）事業計画の合理性

経済⽐較を⾏った結果、本事業の⽅が合理性がある



四国地方整備局営繕部

事業計画の効果が⾒込まれる。
１１

１）業務を⾏うための基本性能（Ｂ１）の評価

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

H28年度
再評価時

H25年度
再評価時 評価項⽬

⽤地の取得・借⽤ 1.1 1.1 国として⽤地を保有できている。

災害防⽌・環境保全 1.0 1.0 ⾃然的条件からみて災害防⽌・環境保全上の⽀障は全て技術
的に解消できる⾒込みである。

アクセスの確保 1.1 1.1 施設へのアクセスは良好である。
都市計画その他の⼟地利⽤
に関する計画と整合性 1.0 1.0 都市計画その他の⼟地利⽤に関する計画と整合している。

敷地形状等 1.0 1.0
敷地全体の有効利⽤や敷地への安全・円滑な出⼊りが実現し
やすい敷地形状・接道の状況である。⼜は建設までにそういう状
況になる⾒込みである。

建築物の規模 1.0 1.0 業務内容等に応じ、適切な規模となっている。
敷地の規模 1.0 1.0 建築物の規模及び業務内容に応じ、適切な規模となっている。
機能性（業務を⾏うための
基本機能に該当する部分） 1.0 1.0 執務に必要な空間及び機能が適切に確保される⾒込みである。

Ｂ２
社会性、環境保全性及び機
能性（施策に基づく付加機
能に該当する部分）

－ 1.1
「官庁営繕事業に係る新規事業採択時評価⼿法の改定（国
営施21号平成27年3⽉27⽇）」により定性的評価とし、定量
的指標として含めない。

121.0 133.1 ≧100評　　点
（各項⽬の評価をすべて乗じて×100倍）

分類 評価項⽬
評価

Ｂ１

位置

規模

構造



太陽光発電設備の例 内装⽊質化の例
ユニバーサルデザイン説明会

四国地方整備局営繕部

２）施策に基づく付加機能（Ｂ２）の評価

１２

Ⅱ－１－（３）事業計画の効果

（事前説明会） （Ⅰ期完成後の現地検証）

分類 評価項⽬ 評価 取　組　状　況

社　会　性 地　 域 　性 Ａ 地⽅公共団体との連携（ｼﾋﾞｯｸｺｱ）、地域性のある材料の採⽤、
地域住⺠との連携（懇談会）

環境保全性 Ｂ 屋上緑化 / 太陽光発電 / ⾬⽔利⽤設備

⽊材利⽤推進 Ｂ 内装材等の⽊質化

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ Ａ 誘導基準を満たした上で、特にユニバーサルデザインに配慮する計画
である。（障害者団体等の意⾒を施設整備に反映）

防　 災 　性 Ａ 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づいた取組がなされて
いるほか、特に防災に配慮した取組が⾏われている。

環境保全性

機　能　性



事業計画の必要性
・⽼朽、狭隘、耐震性の不
⾜などの視点から、事業を早
期に⾏う必要性を評価

113.4点

100点以上

⽼朽・狭隘、耐震性の不⾜
等を解消する必要性が認め
られる。

事業計画の合理性
・採択案と他の案（改修・増
築、⺠借等）との費⽤⽐較に
より、合理的であることを評価

100点

100点

経済性、採算性等の合理
性がある。

事業計画の効果
・Ｂ１（事業を⾏うための
基本機能）から事業の効果
を評価

121.0点

100点以上

位置・規模・構造が適切で
あり、集約合同化による事
業の効果が認められる。

四国地方整備局営繕部

１３

Ⅱ－１－（４）事業の必要性等のまとめ



年度

計画

⼯事

H28 H29

事業

H22 H23 H24 H25 H26 H27H18 H19 H20 H21

１）事業の採択と再評価

四国地方整備局営繕部

Ⅱ期⼯事
完成

（予定）

施⼯

事業費
予算化

事業費
予算化

⼿続

Ⅰ期⼯事
完成

計画

⾼松地⽅合同庁舎Ⅰ期（北館） ⾼松地⽅合同庁舎（⼿前がⅡ期・南館）
（平成28年7⽉時点）

※事業採択後５年間が
経過した時点で継続中

※再評価実施後３年間が
経過した時点で継続中

Ⅱ－２．事業の進捗状況及び見込み

１４

⼿続

計画

Ⅱ期⼯事
新規採択時

評価

事業凍結

Ⅱ期⼯事
再評価

Ⅱ期⼯事
再評価



事 項 平成20年度
新規採択時評価

平成25年度
再評価

平成28年度
再評価

建設費 約 90 億円 約 78 億円 約 84 億円

建物規模 延床⾯積
28,473 ㎡

延床⾯積
24,021 ㎡

延床⾯積
23,040 ㎡

事業計画の必要性 113.9 点 113.7 点 113.4 点

事業計画の合理性 100 点 100 点 100 点

事業計画の効果 146.4 点 133.1 点 121.0 点

四国地方整備局営繕部Ⅲ．今後の対応方針（案）

１）今回の再評価と過去の事業評価の⽐較

事業計画の効果は、評価基準の変更によるもので、評価条件に変更はない。
※1 平成24年の駐⾞場附置義務条例の改正により、地下駐⾞場の整備を取り⽌め、建物の規模を縮⼩
※2 平成23年4⽉改訂：「都市計画その他の⼟地利⽤に関する計画との整合性」の評価基準係数を変更
※3 平成27年3⽉改訂：「施策に基づく付加機能」を定性的な評価とし、定量的指標に含めないこととした。

※2 ※3
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※1



四国地方整備局営繕部

◆⾼松地⽅合同庁舎（Ⅱ期）は、
・⼤規模災害発⽣時の広域防災拠点としての機能強化
・サンポート⾼松・シビックコア地区のまちづくり
・⾏政機関の集約化により、利⽤者の利便性の向上
に寄与する事業である。

◆事業の必要性・合理性・効果が基準を満⾜している。
◆平成２５年度の再評価時から事業が着実に進捗している。

【今後の対応⽅針（原案）】
以上のことから、⾼松地⽅合同庁舎（Ⅱ期）整備事業を継続する。
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Ⅲ．今後の対応方針（案）


